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表　英国政府がEUに提示したバックストップ代替案と各勢力から見た主な問題点

分類 要点
EUにとっての

主な問題点：EU
DUPにとっての
主な問題点

英野党にとっての
主な問題点

全般

○北アイルランド・アイルランド間に、税関・規制検査やハードボーダーを導入しない。
○グレートブリテン島と北アイルランド間で規制検査を行うが、北アイルランドとアイルランド
は別々の関税地域に所属。
〇離脱協定案の「公正な競争条件（レベルプレイングフィールド）」に関する取り決めは不
要。
○この提案における取り決めを、英国とEUの永続的な将来関係の基礎とする。

○税関検査・関税・
VAT徴収が不十分と
なり、密輸・脱税が増
加するおそれ。
○LPFを設けないこと
で英国が不当に競争
力を高めるおそれ。

○LPFを設けないこと
で、英政府が競争力
を高めようと雇用・環
境規制などをEU水準
から引き下げるおそ
れ。

物品規制

○北アイルランドとEUで同一の規制区域を導入し、国境での規制検査や関連インフラの必
要性を除外する一方、英国とEUは別個の関税制度を維持。
○北アイルランドはEUの衛生植物検疫措置（SPS）の規制に従い、グレートブリテン島から
北アイルランドに持ち込まれる農産食品は、英当局がEU規制に基づき検査。
○北アイルランドは工業製品についてもEUの全関連規制に準拠し、検査は英当局が区域
の境界で実施するほか、市場監視で補完。
○グレートブリテン島から北アイルランドに物品を移動させる事業者は、物品の性質や原産
地、輸出入者、発着地を当局に通知。EU関税法典（UCC）に基づかない新たな詳細手続
きは、移行期間終了までに英EUの合同委員会において決定。
○これらの結果、北アイルランド・アイルランド間での規制検査・管理を回避。

○UCCに基づかない
通知では、EUとして
の管理が適切に行わ
れないおそれ。

○グレートブリテン島
はEU規制との連動か
ら外れるため、経済界
や市民の負担が増加
するおそれ。

同意

○英国は北アイルランドの自治政府と議会に対し、移行期間の終了前とその後4年ごとに、
これら取り決めへの同意を確認する機会を付与。同意が留保されれば、取り決めは導入さ
れないか、1年以内に失効し、現行規則に戻る。（議会での同意は、ベルファスト合意の取り
決めに基づき、英国派、アイルランド派それぞれの過半数以上が賛成することが条件）

○DUPが実質的な拒
否権を持ち、取り決め
が機能しないおそ
れ。
○同意が留保された
場合の措置が間に合
わないおそれ。

○反対勢力次第で、
EU規制適用から抜け
られないおそれ。

関税

○移行期間終了後、北アイルランドは英国の関税領域に所属。
○北アイルランド・アイルランド間を往来するすべての物品は、税関申告が必要。
○各税関は、自らの関税領域に入った貨物について通知を受領。物理的検査は極少数に
限定され、事業者の構内または両地域内のどこか特定の場所で実施。
○小規模事業者には、簡易な特別措置を適用。
○信頼された貿易事業者スキーム、簡易税関手続きなどの簡素化措置も導入。
○英国とEUは引き続き独自のVAT・物品税を適用するが、北アイルランド・アイルランド国
境では徴収も検査も行わない。協力措置は合同委員会で決定。

○税関検査・関税徴
収が不十分となり、密
輸が増加するおそ
れ。
○グレートブリテン島
と北アイルランドの間
で税関検査を行うこと
にしても、VAT徴収が
不十分で密輸・脱税
が増加するおそれ。

○事実上EUの関税
領域から抜けられな
いおそれ。

○関税同盟から外れ
ることで、経済界や市
民の負担が増加する
おそれ。

（出所）分類、要点は英国政府資料、各勢力の主張は各種報道を基にジェトロ作成

（注）DUPにとっての主な問題点は、英政府が上記提案からさらに妥協し、同意については親アイルランド勢力の承認も必要とし、関税については規制検査と同様にグレー
トブリテン島と北アイルランドの間で検査・徴収を行うことにした場合の懸念。
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